
 

平成 15 年 12 月期  個別中間財務諸表の概要              平成１５年８月２７日 

上 場 会 社 名 近畿日本ツーリスト株式会社  上場取引所 東 大 

コード番号  9726   本社所在都道府県   

(ＵＲＬ http://www.knt.co.jp)           東京都 

代 表 者 役職名  代表取締役社長 氏名 髙橋 秀夫 

問合せ先責任者 役職名  業務推進部部長(経理グループ) 氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 
決算取締役会開催日    平成１５年 ８月２７日 中間配当制度の有無      有 

中間配当支払開始日              単元株制度の採用の有無  有  (１単元 1,000 株) 

 
１．１５年６月中間期の業績（平成１５年１月１日～平成１５年６月３０日） 
(１) 経営成績                     (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％    百万円 ％   百万円 ％ 
１５年６月中間期 35,782 △10.8 △3,661 ― △3,087 ― 
１４年６月中間期 40,096 △7.6 △3,563 ― △2,940 ― 
１４年１２月期 90,890  1,046  2,021  
 

 中間(当期)純利益 １株 当 たり中 間 
( 当 期 )純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 
１５年６月中間期 △6,315 ― △68.35  
１４年６月中間期 △3,347 ― △36.20  
１４年１２月期 637  6.89  

(注) ①期中平均株式数 １５年６月中間期 ９２,３９９,３８０株 １４年６月中間期 ９２,４８３,４８２株 １４年１２月期 ９２,４６８,０６３株 

 ②会計処理の方法の変更     無 

 ③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(２) 配当状況 

 
1 株 当 たり 
中間配当金 

１株 当 たり 
年間配当金 

 円 銭 円 銭 
１５年６月中間期 0.00  ―  
１４年６月中間期 0.00  ―  
１４年１２月期 ―  0.00  

 
(３) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
     百万円     百万円 ％  円  銭 
１５年６月中間期 114,364   6,109 5.3  66.12 
１４年６月中間期 137,800   9,057 6.6  97.94 
１４年１２月期 139,108 12,284 8.8 132.94 

(注) ①期末発行済株式数 １５年６月中間期 ９２,３９４,６４８株 １４年６月中間期 ９２,４７４,９４７株 １４年１２月期 ９２,４０８,０７０株 
 ②期末自己株式数 １５年６月中間期 １０７,２３５株 １４年６月中間期 ２６,９３６株 １４年１２月期 ９３,８１３株 
 
２．１５年１２月期の業績予想(１５年１月１日～平成１５年１２月３１日) 

１株当たり年間配当  
営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通   期 88,000 3,400 200 ―    ―    

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  ２円１６銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページを参照してください。 



 ２４ 

１０．個別中間財務諸表 

(１)中間貸借対照表 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成１５年６月３０日現在) (平成１４年６月３０日現在) (平成１４年１２月３１日現在) 
科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

受 取 手 形 

未 収 手 数 料 

顧 客 未 収 金 

た な 卸 資 産 

短 期 貸 付 金 

団 体 前 払 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

投資その他 の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

長 期 預 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

 

 

※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 

 

 

 

 

 

※２ 

 

 

※２ 

 百万円 

７８，４９６ 

２２，１４５ 

８，０００ 

４ 

７，００５ 

１７，８１９ 

５０ 

５，０３８ 

１４，０２９ 

４，４４５ 

△４４ 

３５，８６８ 

８，０４２ 

２，２９４ 

５，３１８ 

４２９ 

１，０９３ 

２６，７３１ 

１６，７４６ 

１１，４３７ 

６，１０７ 

― 

２，５８９ 

△１，７７２ 

△８，３７７ 

   ％ 

６８.６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３１.４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円 

１０１，４３５ 

３９，５１７ 

５，０００ 

８ 

８，９３６ 

２３，２３３ 

６９ 

４，７６２ 

１６，６２９ 

３，６４０ 

△３６３ 

３６，３６４ 

８，０５４ 

２，３７７ 

５，３１８ 

３５７ 

５８０ 

２７，７２９ 

１５，８０２ 

９，１１９ 

６，６４２ 

２，４４３ 

１，７３１ 

△１，３３５ 

△６，６７５ 

   ％ 

７３.６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６.４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 百万円 

１０２，７２５ 

３３，５５７ 

１３，０００ 

７ 

９，７１３ 

２２，５９４ 

６１ 

３，８４２ 

１６，８３７ 

３，４０４ 

△２９３ 

３６，３８３ 

８，０９２ 

２，３０４ 

５，３１８ 

４６９ 

８４５ 

２７，４４５ 

１６，４４０ 

１０，７１６ 

６，６３４ 

― 

２，５２０ 

△１，４８０ 

△７，３８７ 

   ％

７３.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６.２ 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 合 計 １１４，３６４ １００.０ １３７，８００ １００.０ １３９，１０８ １００.０ 

 



 ２５ 

 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成１５年６月３０日現在) (平成１４年６月３０日現在) (平成１４年１２月３１日現在) 科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

そ の 他
 

 

 

 

※４ 

 百万円 

１０４，４２９ 

８３４ 

１０，６４９ 

９８ 

２８，６１３ 

３９，２６３ 

２３，５１８ 

１，４５１ 

３，８２５ 

２４ 

３，７９２ 

７ 

   ％

９１.３ 

 

 

 

 

 

 

 

３.４ 

 百万円 

１２４，０１０ 

４ 

１５，２８３ 

８５ 

２８，６５１ 

５０，２９４ 

２８，９３４ 

７５８ 

４，７３１ 

２８ 

３，０２１ 

１，６８１ 

   ％ 

９０.０ 

 

 

 

 

 

 

 

３.４ 

 百万円 

１２２，２９０ 

４７４ 

１６，７１１ 

２，５２１ 

２５，９４４ 

４８，６６６ 

２７，７５１ 

２１９ 

４，５３３ 

２６ 

４，４９９ 

７ 

   ％

８７.９ 

 

 

 

 

 

 

 

３.３ 

 

 

 

負 債 合 計 １０８，２５４ ９４.７ １２８，７４２ ９３.４ １２６，８２４ ９１.２ 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

利 益 準 備 金 

欠 損 金 

任 意 積 立 金 

中間(当期)未処理損失 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

  

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

 

 

― 

― 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

９０３ 

６，４４３ 

９，４０２ 

１５，８４５ 

１，７４１ 

△７ 

 

５.５ 

３.８ 

０.７ 

△４.７ 

 

 

１.３ 

△０.０ 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

９０３ 

２，４５７ 

９，４０２ 

１１，８６０ 

９９６ 

△２０ 

 

５.４ 

３.８ 

０.７ 

△１.８ 

 

 

０.７ 

△０.０ 

資 本 合 計 ― ― ９，０５７ ６.６ １２，２８４ ８.８ 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

中 間 未 処 理 損 失 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

 ７，５７９ 

５，２８３ 

５，２８３ 

△７，８６９ 

９０３ 

９，４０２ 

１８，１７６ 

１，１４０ 

△２３ 

６.６ 

４.６ 

 

△６.９ 

 

 

 

１.０ 

△０.０ 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

 

 

― 

― 

資 本 合 計 ６，１０９ ５.３ ― ― ― ― 

負 債 ･ 資 本 合 計 １１４，３６４ １００.０ １３７，８００ １００.０ １３９，１０８ １００.０ 

 

 

 



 ２６ 

(２)中間損益計算書 

当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 
平成１５年 １月 １日から 
平成１５年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 
平成１４年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 
平成１４年１２月３１日まで 

科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

 

営 業 収 益 

営 業 費 用 

 

 

※３ 

 百万円 

３５，７８２ 

３９，４４４ 

   ％

１００.０ 

１１０.２ 

 百万円 

４０，０９６ 

４３，６５９ 

   ％ 

１００.０ 

１０８.９ 

 百万円 

９０，８９０ 

８９，８４３ 

   ％

１００.０ 

９８.８ 
営 業 利 益 
営 業 損 失 

又は 
（△） 

 
△３，６６１ △１０.２ △３，５６３ △８.９ １，０４６ １.２ 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

※１ 

※２ 

５９１ 

１６ 

１.７ 

０.１ 

６７５ 

５３ 

１.７ 

０.１ 

１，０５０ 

７４ 

１.１ 

０.１ 
経 常 利 益 
経 常 損 失 

又は 
（△） 

 
△３，０８７ △８.６ △２，９４０ △７.３ ２，０２１ ２.２ 

特 別 利 益  ― ― ― ― ３９０ ０.４ 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

割 増 退 職 金 

投資損失引当金繰入額 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

ゴ ル フ会 員 権 評 価 損 

― 

２，６０９ 

２１ 

１，５６５ 

９９０ 

３１ 

― 

 

７.３ 

 

― 

２１２ 

１９ 

― 

１８７ 

― 

５ 

 

０.５ 

 

３９０ 

１，２７３ 

５９ 

― 

９９４ 

２１４ 

５ 

 

１.４ 

 

 

税 引 前 中 間 純 損 失 （△） 
又 は 税 引 前 当 期 純 利 益 

 
△５，６９６ △１５.９ △３，１５３ △７.８ １，１３９ １.２ 

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 

過 年 度 法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 ８０ 

― 

５３９ 

０.２ 

― 

１.５ 

８５ 

１０９ 

― 

０.２ 

０.３ 

― 

２，６４０ 

１０９ 

△２，２４７ 

２.９ 

０.１ 

△２.５ 

中 間 純 損 失 （△） 
又 は 当 期 純 利 益 

 
△６，３１５ △１７.６ △３，３４７ △８.３ ６３７ ０.７ 

前 期 繰 越 損 失 ( △ )  △１１，８６０  △１２，４９８  △１２，４９８  

中間(当期)未処理損失 ( △ )  △１８，１７６  △１５，８４５  △１１，８６０  

 

 

 

 

 



 ２７ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(１)有価証券 
①子会社及び関連会社株式は総平均法による原価法により評価しております。 
②その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 
              なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 
時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

(２)たな卸資産 
先入先出法による原価法により評価しております。(ただし、出版物については個別法による原価法により評価しておりま 

す。) 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

(２)無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社
利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は財務内容評価法によ

っております。 
(２)退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各事業年度
の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ費用処理しております。 

(３)投資損失引当金 

関係会社等への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

 
５．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 
(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

為替予約取引及び通貨オプション取引を行うこととしております。 
②ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

(３)ヘッジ方針 
将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロ
ー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 
税抜方式によっております。 

 



 ２８ 

 
会計方針の変更 

当中間会計期間 
平成１５年 １月 １日から 
平成１５年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年 ６月３０日まで 

前事業年度 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 会社は退職給付における過去勤務債務
の償却方法について、従来、発生時にお
いて一括償却する方法を採用しておりまし
たが、当事業年度より発生年度の従業員
の平均残存勤務期間内の一定の年数(１０
年)による定額法により処理する方法に変
更しました。 

この変更は、退職給付債務の減額を伴う
退職給付制度の変更により発生する負の
過去勤務債務について、発生時に一括利
益計上を行う方法は期間損益計算を著しく
歪めるおそれがあるとともに、現在の経済
情勢のもと割引率の引き下げや年金資産
の運用環境の悪化により発生する数理計
算上の差異について１０年で費用計上を行
う一方で、退職給付水準の切り下げにより
発生する過去勤務債務について一括利益
計上を行う方法は、健全な財政状態を阻
害するおそれがあるため、期間損益計算の
適正化及び財務体質の健全化の観点から
行ったものです。 

この変更により、従来と同一の基準によ
った場合 と比 べ、税引前当期純利益は  
１３，５００百万円減少しております。 

この会計方針の変更は、当会計年度末
に行われたものであったため、当中間会計
期間は従来と同一の基準によっておりま
す。 なお、退職給付制度変更が当会計年
度末に行われたため、変更後の基準によっ
た場合における当中間会計期間の損益に
与える影響はありません。 

 



 ２９ 

追 加 情 報 
当中間会計期間 

平成１５年 １月 １日から 
平成１５年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年 ６月３０日まで 

前事業年度 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(自己株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準) 

 当中間会計期間から「自己株式及び法
定準備金の取崩等に関する会計基準」(企
業会計基準第１号 企業会計基準委員会 
平成１４年２月２１日)を適用しております。
この変更に伴う損益に与える影響はありま
せん。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における貸借対照表
の資本の部については、改正後の中間財
務諸表等規則により作成しております。 

(１株当たり当期純利益に関する会計基準) 

 当中間会計期間から「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」(企業会計基準第
２号 企業会計基準委員会 平成１４年９
月２５日)及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第４号 企業会計基準委員会 
平成１４年９月２５日)を適用しております。
この適用による１株当たり情報に与える影
響はありません。 

(退職給付会計) 

 退職給付おける過去勤務債務の償却方
法は、従来、発生時において一括償却す
る方法を採用しており、前中間会計期間
においても一括償却による方法によって
おりましたが、前事業年度において発生
年度の従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数(１０年)による定額法により処
理する方法に変更しております。 
 なお、前中間会計期間において退職給
付制度の変更がなく過去勤務債務が発生
していないため、前事業年度と同じ方法を
採用した場合の損益に与える影響はあり
ません。 

(金融商品会計) 

当中間会計期間においてその他有価
証券のうち時価のあるものの評価の方法
について金融商品に係る会計基準(「金融
商品に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成１１年１月２２
日))を適用し、総平均法による原価法から
中間決算末日の市場価格に基づく時価法
(評価差額は、全部資本直入法により処理
し、売却原価は総平均法により算定)に変
更しております。この変更に伴なう損益に
与える影響はありません。なお、従来の方
法によった場合に比べ、投資有価証券が
３，００７百万円、繰延税金負債が１，２６６
百万円多く計上され、その他有価証券評
価差額金１，７４１百万円が新たに計上さ
れております。 

(金融商品会計) 

当期からその他有価証券のうち時価の
あるものの評価の方法について金融商品
に係る会計基準(「金融商品に係る会計基
準の設定に関する意見書」(企業会計審議
会 平成１１年１月２２日))を適用し、総平
均法による原価法から決算期末日の市場
価格等に基づく時価法(評価差額は、全部
資本直入法により処理し、売却原価は総
平均法により算定)に変更しております。こ
の変更に伴なう損益に与える影響はありま
せん。なお、従来の方法によった場合に
比べ、投資有価証券が１，７１８百万円、繰
延税金負債が７２１百万円多く計上され、
その他有価証券評価差額金９９６百万円
が新たに計上されております。なお、繰延
税金負債７２１百万円は、貸借対照表上、
繰延税金資産と相殺しております。 

 

 



 ３０ 

注 記 事 項 

 

(中間貸借対照表関係) 
当中間会計期間末 

（平成１５年６月３０日現在） 
前中間会計期間末 

（平成１４年６月３０日現在） 
前事業年度末 

（平成１４年１２月３１日現在） 
※１．
 

※２．

 
３．

 
※４．

有形固定資産の減価償却累計額 
              ５，２９４百万円 
担保に供している資産 
預金           ４，８４９百万円 
投資有価証券     ２，３４７百万円 
保証債務        ２，８３３百万円 
     (経営指導念書等９８０百万円含む) 
仮払消費税及び仮受消費税等は相殺の
うえ、金額的重要性が乏しいため「未払
金」に含めて表示しています。(1４５百万
円) 

※１． 
 

※２． 
 

 
３． 

 
※４． 

有形固定資産の減価償却累計額 
                ５，２７２百万円 
担保に供している資産 
預金             ２０７百万円 
長期預金         ２，４４３百万円 
保証債務         ６，５５４百万円 
   (経営指導念書等４，９３２百万円含む) 
仮払消費税及び仮受消費税等は相殺の
うえ、金額的重要性が乏しいため「未払
金」に含めて表示しています。(２３１百万
円) 

※１． 
 

※２． 
 

 
３． 

 
※４． 

有形固定資産の減価償却累計額 
               ５，２９９百万円 
担保に供している資産 
預金           ２，４８０百万円 
投資有価証券     ２，３４５百万円 
保証債務        ５，３２７百万円 
    (経営指導念書等３，３８６百万円含む) 

 

 

(中間損益計算書関係) 
当中間会計期間 

平成１５年 １月 １日から 
平成１５年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年 ６月３０日まで 

前事業年度 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年１２月３１日まで 

※１．

 
 
※２．

 
※３．

 

営業外収益の主要項目 
  受取利息       １２０百万円 
  受取配当金      １３６百万円 
  為替差益       ２８５百万円 
営業外費用の主要項目 
  支払利息        １１百万円 
減価償却実施額 
  有形固定資産    １６４百万円 
  無形固定資産    １０５百万円 

※１． 

 
 
※２． 

 
※３． 

 

営業外収益の主要項目 
  受取利息        ７０百万円 
  受取配当金       ５５百万円 
  為替差益       ４３１百万円 
営業外費用の主要項目 
  支払利息        １８百万円 
減価償却実施額 
  有形固定資産    １５１百万円 
  無形固定資産     ８３百万円 

※１．

 
 
※２．

 
※３．

 

営業外収益の主要項目 
  受取利息         １３３百万円 
  受取配当金       １８５百万円 
  為替差益        ４８７百万円 
営業外費用の主要項目 
  支払利息         ２２百万円 
減価償却実施額 
  有形固定資産     ３１７百万円 
  無形固定資産     １８３百万円 

 

 



 ３１ 

１１．リ ー ス 取 引 

当中間会計期間 
平成１５年 １月 １日から 
平成１５年 ６月３０日まで 

前中間会計期間 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年 ６月３０日まで 

前事業年度 
平成１４年 １月 １日から 
平成１４年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び中間期末残高相 
 当額 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

７，５７７ ５，０５６ ２，５２０ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

３，１０４ ２，１７９ ９２４ 

合計 １０，６８１ ７，２３６ ３，４４５ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内           １，６０９百万円 
１年 超          １，９３０百万円 
合 計          ３，５３９百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料           ９７４百万円 
 (２)減価償却費相当額    １，０４０百万円 
 (３)支払利息相当額          ４３百万円 
 
４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価 
 額を零とする定額法によっております。 

 
５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価 
 額相当額の差額を利息相当額とし、各 
 期への配分方法については､利息法に 
 よっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び中間期末残高相 
 当額 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

６，２３６ ２，９４６ ３，２９０ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

３，２１７ １，８９０ １，３２７ 

合計 ９，４５４ ４，８３６ ４，６１７ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内           １，８０１百万円 
１年 超          ２，９３２百万円 
合 計          ４，７３３百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         １，０１９百万円 
 (２)減価償却費相当額       ９５４百万円 
 (３)支払利息相当額          ６４百万円 
 
４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 
 
５．利息相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

７，４５７ ４，５０６ ２，９５０ 

定 

資 

産 

無 

形 

固 

３，１６３ ２，１２８ １，０３５ 

合計 １０，６２０ ６，６３４ ３，９８６ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内           １，８４０百万円 
１年 超          ２，１３０百万円 
合 計          ３，９７１百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         ２，２６７百万円 
 (２)減価償却費相当額    １，９７７百万円 
 (３)支払利息相当額        １３０百万円 
 
４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  
 
 
５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

１２．有 価 証 券 

当中間会計期間末、前中間会計期間末及び前事業年度末において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

 


